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(57)【要約】
【課題】予備発泡時の発泡ばらつきが小さく、発泡性ポ
リスチレン系樹脂粒子の保管可能期間を延長でき、長時
間保存品であっても良好な発泡成形体を製造可能な発泡
性ポリスチレン系樹脂粒子の提供。
【解決手段】ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチ
レン系樹脂を少なくとも１回以上の溶融混練工程、及び
溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以
上のガラス転移点以下までの冷却工程を経たポリスチレ
ン系樹脂粒子に発泡剤を含有させてなる発泡性ポリスチ
レン系樹脂粒子において、付着水分量が０．０５～０．
４５質量％の範囲であることを特徴とする発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有させてなる発泡性ポリスチレン系樹脂粒子であ
って、付着水分量が０．０５～０．４５質量％の範囲であることを特徴とする発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子。
【請求項２】
　ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上の溶融混練
工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガラス転移点以下
までの冷却工程を経たポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有させてなる発泡性ポリスチ
レン系樹脂粒子であって、付着水分量が０．０５～０．４５質量％の範囲であることを特
徴とする発泡性ポリスチレン系樹脂粒子。
【請求項３】
　ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上の溶融混練
工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガラス転移点以下
までの冷却工程を経たポリスチレン系樹脂粒子を種粒子とし、該種粒子を水中に分散させ
てなる分散液中に、種粒子１００質量部に対してスチレン系モノマー１０～８００質量部
を供給し、スチレン系モノマーを種粒子に吸収、重合させて種粒子を成長させ、成長後ま
たは成長途中で発泡剤を含有させてなる発泡性ポリスチレン系樹脂粒子であって、付着水
分量が０．０５～０．４５質量％の範囲であることを特徴とする発泡性ポリスチレン系樹
脂粒子。
【請求項４】
　ポリスチレン系樹脂粒子の粒子表面付近にヒドロキシ脂肪酸アマイドを０．０５～０．
５０質量％存在させたことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子。
【請求項５】
　前記ポリスチレン系樹脂粒子が廃品から回収されたポリスチレン系樹脂を含むことを特
徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子。
【請求項６】
　金属酸化物を０．１～１０．０質量％の範囲で含有することを特徴とする請求項１～５
のいずれか１項に記載の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子。
【請求項７】
　前記金属酸化物が鱗片状珪酸塩であることを特徴とする請求項６に記載の発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子。
【請求項８】
　前記金属酸化物が二酸化チタンであることを特徴とする請求項６に記載の発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を予備発泡させて
得られたポリスチレン系樹脂予備発泡粒子。
【請求項１０】
　請求項９に記載のポリスチレン系樹脂予備発泡粒子を成形型内に充填し、型内発泡成形
して得られたポリスチレン系樹脂発泡成形体。
【請求項１１】
　ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上の溶融混練
工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガラス転移点以下
までの冷却工程を経た後のポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有させて発泡性ポリスチ
レン系樹脂粒子を得るとともに、得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量を
０．０５～０．４５質量％の範囲に調整することを特徴とする発泡性ポリスチレン系樹脂
粒子の製造方法。
【請求項１２】
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　ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上の溶融混練
工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガラス転移点以下
までの冷却工程を経た後のポリスチレン系樹脂粒子を種粒子とし、該種粒子を水中に分散
させてなる分散液中に、種粒子１００質量部に対してスチレン系モノマー１０～８００質
量部を供給し、スチレン系モノマーを種粒子に吸収、重合させて種粒子を成長させ、成長
後または成長途中で発泡剤を含有させて発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を得るとともに、
得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量を０．０５～０．４５質量％の範囲
に調整することを特徴とする発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法。
【請求項１３】
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量を調整する前に、発泡性ポリスチレン系樹
脂粒子の表面付近にヒドロキシ脂肪酸アマイドを０．０５～０．５０質量％の範囲で添加
することを特徴とする請求項１１又は１２に記載の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造
方法。
【請求項１４】
　前記ポリスチレン系樹脂粒子が廃品から回収されたポリスチレン系樹脂を含むことを特
徴とする請求項１１又は１２に記載の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法。
【請求項１５】
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子が金属酸化物を０．１～１０．０質量％の範囲で含
有することを特徴とする請求項１１～１４のいずれか１項に記載の発泡性ポリスチレン系
樹脂粒子の製造方法。
【請求項１６】
　前記金属酸化物が鱗片状珪酸塩であることを特徴とする請求項１５に記載の発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子の製造方法。
【請求項１７】
　前記金属酸化物が二酸化チタンであることを特徴とする請求項１５に記載の発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、食品容器や梱包、緩衝材として有用な発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に関し
、さらに詳しくは発泡性ポリスチレン樹脂粒子の保管時間の経過による気泡変化が少なく
、外観が美麗、且つ高い強度を有する成形体を得ることのできる発泡性ポリスチレン系樹
脂粒子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　食品用容器や梱包、緩衝材に用いられる発泡プラスチックとしては、優れた断熱性、経
済性、衛生性をもつポリスチレン系樹脂発泡成形体が多く使用されている。一般に、工業
的に行われているポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法は、揮発性発泡剤等を含有し
た、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子をスチーム等の熱媒体により加熱し、所望の嵩密度ま
で発泡（予備発泡）させた後、得られた予備発泡粒子を成形金型に充填し、再度加熱する
ことによって発泡成形体とする型内発泡成形法が行なわれている。このとき、得られるポ
リスチレン系樹脂発泡成形体の密度は、ほぼ予備発泡粒子の嵩密度と同じとなる。嵩密度
の設定は、発泡スチレン系成形体に要求される強度と、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子が
有する発泡性能によって決定される。例えば、家電品等の梱包材や魚箱等の食品容器に用
いられるものは、およそ０．０１４～０．０２５ｇ／ｃｍ３の密度のものが市場に供され
ており、特に０．０１７～０．０２０ｇ／ｃｍ３の密度のものが多用されている。
【０００３】
　この型内発泡成形工程において、スチーム等の加熱媒体温度（水蒸気の場合は加熱蒸気
圧力）によって、得られる成形体の外観、強度が変化する。例えば、水蒸気にて加熱する
場合、加熱蒸気圧力を高くすると発泡成形体の外観、強度は向上する傾向にあるが、気泡
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の直径（気泡径）が小さく、気泡膜の厚みが薄い場合は熱に溶けることで発泡成形体の外
観、強度が低下する。このように発泡成形体の気泡径は、成形性、物性面で重要な因子の
一つである。
【０００４】
　従来、ベース樹脂となるポリスチレン系樹脂は、単量体からの重合工程から得られたも
のが使用され、魚介類、野菜などの運搬、保冷などに使用される輸送箱やテレビ、冷蔵庫
、洗濯機、エアコン等の家電製品の緩衝材として使用される。
【０００５】
　しかし、従来はこれらの発泡成形体は、使用後にそのまま廃棄されていた。廃棄された
製品は、埋め立てに使用されるか、又は焼却されるが、これらの処分方法は環境を害し、
人にも悪影響を及ぼす為に好ましくない。
　そこで、現在では使用済みの発泡成形体のリサイクル化が進み、環境保護が行われるよ
うになってきた。
　また、家電製品を構成する材料はこれを再利用することが義務付けられた。
　その結果、家電製品を廃棄するに際しては、その構成材料を金属、ガラス、プラスチッ
ク等に分けて、それぞれを再利用しなければならなくなった。家電製品以外にも複写機、
ファクシミリ、プリンターなどの事務用機器も金属、ガラス、プラスチックが用いられて
いるので、これらも再利用することが望ましいとされている。
【０００６】
　プラスチック材料のうち、ポリスチレン系樹脂については再利用の方法として、これを
発泡性粒子とすることが提案されされている。すなわち、ポリスチレン系樹脂に発泡剤を
含ませて発泡性粒子として再利用する試みが提案されている（例えば、特許文献１，２参
照。）。
【０００７】
　特許文献１，２には、廃品から回収された熱可塑性樹脂、特にポリスチレン系樹脂と、
発泡剤とタルク等を押出機内で溶融混練し、これを押出機の先に取付けた口金の孔から加
圧液中に押し出すと同時に切断し冷却し、発泡を抑えて発泡性粒子とする方法（水中ホッ
トカット法）が記載されている。
　また、ポリスチレン系樹脂発泡成形体の特性を強化するために無機物を含有させること
が検討され、その１手段としてポリスチレン系樹脂と、無機物を押出機内で溶融混練し、
これを押出機の先に取付けた口金の孔から押出してペレット化し、発泡性ポリスチレン系
樹脂粒子とする方法がある。
　しかし、この方法では使用できる発泡剤が比較的高沸点のものであるため、家電等の梱
包材や魚箱等の食品容器に用いられる低密度のものが得にくいという課題があった。
【０００８】
　この解決手段として、押出機にてポリスチレン系樹脂を造粒し、水性媒体中で比較的低
沸点の発泡剤を含有させて発泡性ポリスチレン系樹脂粒子とする方法が、低密度化には非
常に有用であり今後、増加すると考えられる。
　ところが、こうして得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、製造後に長期保管した
ものを予備発泡すると、保管前のものを予備発泡した予備発泡粒子と比べ、予備発泡粒子
中の気泡が細かくなり、良好な成形体を得ることができなくなるために、長期間保管でき
ず、保管可能期間が短いという課題が残されていた。
　原因としては、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の気泡が保管日数の経過に従って小さく
なり、気泡膜が薄くなることから成形時の耐熱性が低下する為と考えられる。
【０００９】
　この解決手段として、特許文献３には、押出機内でカーボンブラックとポリスチレン系
樹脂を混合し、カーボン含有ペレットをした後に発泡剤を含浸してカーボンブラック含有
ポリスチレン系樹脂粒子を得る際に少なくとも０．５質量％の付着水分の存在下で保管す
る方法が開示されている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平６－２９８９８３号公報
【特許文献２】特開平１０－１３０４２０号公報
【特許文献３】特開昭６１－１７１７４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献３に開示された方法では、付着水分が多い為に予備発泡時にお
いて発泡性ポリスチレン系樹脂粒子間の発泡ばらつきが大きくなり、生産物の品質が安定
せず、予備発泡粒子の不良率が高くなり、生産上好ましくなかった。また、予備発泡直前
に脱水乾燥を行い付着水分のない状態にして予備発泡することも考えられるが、作業が煩
雑になり、生産上好ましくなかった。
【００１２】
　本発明は、前記課題に鑑みてなされ、予備発泡時の発泡ばらつきが小さく、発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子の保管可能期間を延長でき、長時間保存品であっても良好な発泡成形
体を製造可能な発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記目的を達成するため、本発明は、ポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有させてな
る発泡性ポリスチレン系樹脂粒子であって、付着水分量が０．０５～０．４５質量％の範
囲であることを特徴とする発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を提供する。
【００１４】
　また本発明は、ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回
以上の溶融混練工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガ
ラス転移点以下までの冷却工程を経たポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有させてなる
発泡性ポリスチレン系樹脂粒子であって、付着水分量が０．０５～０．４５質量％の範囲
であることを特徴とする発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を提供する。
【００１５】
　また本発明は、ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回
以上の溶融混練工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガ
ラス転移点以下までの冷却工程を経たポリスチレン系樹脂粒子を種粒子とし、該種粒子を
水中に分散させてなる分散液中に、種粒子１００質量部に対してスチレン系モノマー１０
～８００質量部を供給し、スチレン系モノマーを種粒子に吸収、重合させて種粒子を成長
させ、成長後または成長途中で発泡剤を含有させてなる発泡性ポリスチレン系樹脂粒子で
あって、付着水分量が０．０５～０．４５質量％の範囲であることを特徴とする発泡性ポ
リスチレン系樹脂粒子を提供する。
【００１６】
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子において、粒子表面付近にヒドロキシ脂肪酸アマイ
ドを０．０５～０．５０質量％の範囲で存在させたことが好ましい。
【００１７】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子において、前記ポリスチレン系樹脂粒子が廃品
から回収されたポリスチレン系樹脂を含むことが好ましい。
【００１８】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子において、金属酸化物を０．１～１０．０質量
％の範囲で含有することが好ましい。
　前記金属酸化物は、鱗片状珪酸塩であることが好ましい。
　あるいは、前記金属酸化物は、二酸化チタンであってもよい。
【００１９】
　また本発明は、前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を予備発泡させて得られたポリスチ
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レン系樹脂予備発泡粒子を提供する。
【００２０】
　また本発明は、前記ポリスチレン系樹脂予備発泡粒子を成形型内に充填し、型内発泡成
形して得られたポリスチレン系樹脂発泡成形体を提供する。
【００２１】
　また本発明は、ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回
以上の溶融混練工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガ
ラス転移点以下までの冷却工程を経た後のポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有させて
発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を得るとともに、得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子
の付着水分量を０．０５～０．４５質量％の範囲に調整することを特徴とする発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子の製造方法を提供する。
【００２２】
　また本発明は、ガラス転移点以下まで冷却されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回
以上の溶融混練工程、及び溶融混練されたポリスチレン系樹脂を少なくとも１回以上のガ
ラス転移点以下までの冷却工程を経た後のポリスチレン系樹脂粒子を種粒子とし、該種粒
子を水中に分散させてなる分散液中に、種粒子１００質量部に対してスチレン系モノマー
１０～８００質量部を供給し、スチレン系モノマーを種粒子に吸収、重合させて種粒子を
成長させ、成長後または成長途中で発泡剤を含有させて発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を
得るとともに、得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量を０．０５～０．４
５質量％の範囲に調整することを特徴とする発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法を
提供する。
【００２３】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法において、付着水分量の調整前に発
泡性ポリスチレン系樹脂粒子の表面付近にヒドロキシ脂肪酸アマイドを０．０５～０．５
０質量％の範囲で添加することが好ましい。
【００２４】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法において、前記ポリスチレン系樹脂
粒子が廃品から回収されたポリスチレン系樹脂を含むことが好ましい。
【００２５】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法において、前記発泡性ポリスチレン
系樹脂粒子が金属酸化物を０．１～１０．０質量％の範囲で含有することが好ましい。
　前記金属酸化物は、鱗片状珪酸塩であることが好ましい。
　あるいは、前記金属酸化物は、酸化チタンであってもよい。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、予備発泡時の発泡ばらつきが小さく、保管
可能期間を延長でき、長時間保存品であっても外観が美麗、且つ高い強度を有する良好な
発泡成形体を製造することができる。
　また、本発明によれば予備発泡直前に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に脱水乾燥処理を
施す必要もなく、発泡ばらつきが少なくなり、生産物の不良率も大幅に改善できる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】実施例１と比較例１で作製した発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造後の経日と
予備発泡粒子の平均粒子径との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、ポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含有さ
せてなる発泡性ポリスチレン系樹脂粒子において、付着水分量を０．０５～０．４５質量
％の範囲、より好ましくは０．１～０．３０質量％の範囲に調整したことを特徴としてい
る。
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【００２９】
　前記ポリスチレン系樹脂粒子の樹脂材料であるポリスチレン系樹脂としては、特に限定
されず、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、クロロスチレン、エ
チルスチレン、ｉ－プロピルスチレン、ジメチルスチレン、ブロモスチレン等のスチレン
系モノマーの単独重合体又はこれらの共重合体等が挙げられ、スチレン成分を５０質量％
以上含有するポリスチレン系樹脂が好ましく、ポリスチレンがより好ましい。
【００３０】
　また、前記ポリスチレン系樹脂としては、前記スチレン系モノマーを主成分とし、この
スチレン系モノマーと共重合可能なビニルモノマーとの共重合体であってもよい。このよ
うなビニルモノマーとしては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート、ブチル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート等のアルキル（
メタ）アクリレート、（メタ）アクリロニトリル、ジメチルマレエート、ジメチルフマレ
ート、ジエチルフマレート、エチルフマレートの他、ジビニルベンゼン、アルキレングリ
コールジメタクリレートなどの二官能性モノマーなどが挙げられる。
【００３１】
　さらに、前記ポリスチレン系樹脂は、バージン原料、使用済みの発泡成形体のリサイク
ル品、または家電製品を構成していたプラスチック材料、及びそれらの混合物でも良い。
【００３２】
　また、前記ポリスチレン系樹脂には、鱗片状珪酸塩、例えば、カオリン、タルク、天然
雲母、合成雲母、セリサイト、又、二酸化チタンなどの金属酸化物、カーボンブラック、
グラファイトなどの炭素化合物、難燃剤等が含有していても良い。
　そして、ポリスチレン系樹脂中における鱗片状珪酸塩、金属酸化物、炭素化合物の含有
量としては、０．１～１０．０質量％、好ましくは０．３～８．０質量％である。
【００３３】
　前記の含有量は下記要領で測定されたものをいう。即ち、ポリスチレン系樹脂粒子を測
定試料として採取し、この測定試料の質量（灰化前測定試料の質量）を測定する。そして
、測定試料を３０ミリリットルの磁性ルツボ上に載置して５５０℃に５時間に亘って加熱
し、測定試料を灰化させた上でデシケーター内に放置して冷却する。しかる後、磁性ルツ
ボ上の灰化後の測定試料（灰化後測定試料）の質量を測定して下記式に基づいて、ポリス
チレン系樹脂中の含有量を算出する。
　ポリスチレン系樹脂粒子中における含有量（質量％）＝１００×灰化後測定試料の質量
／灰化前測定試料の質量
【００３４】
　本発明に使用するポリスチレン系樹脂粒子としては、形状は特に限定されないが、球状
が好ましく、粒子径は、後述するポリスチレン系樹脂予備発泡粒子の金型内への充填容易
性の点から、０．３～２．０ｍｍ、好ましくは０．３～１．４ｍｍが好ましい。また、形
状が柱状となる場合は前記の好ましい粒径に相当する体積とすることが好ましい。更に、
ポリスチレン系樹脂のスチレン換算重量平均分子量（Ｍｗ）は、小さいと、発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子を発泡させて得られるポリスチレン系樹脂発泡成形体の機械的強度が低
下することがある一方、大きいと、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の発泡性が低下し、高
発泡倍率のポリスチレン系樹脂発泡成形体を得ることができない虞れがあるので、１２万
～６０万の範囲とするのが好ましい。
【００３５】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に含有させる発泡剤としては、汎用のものが用
いられ、例えば、プロパン、ブタン、ペンタンなどの脂肪族炭化水素；１，１－ジクロロ
－１－フルオロエタン（ＨＣＦＣ－１４１ｂ）、１－クロロ－１，１－ジフルオロエタン
（ＨＣＦＣ－１４２ｂ）、２－クロロ－１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＣＦ
Ｃ－１２４）、１，１，１，２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）、１，１－
ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）などのフロン系発泡剤が挙げられ、脂肪族炭化水
素が好ましい。なお、発泡剤は単独で使用してもよいし、二種以上を併用してもよい。
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【００３６】
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子中における発泡剤の含有量は、少ないと、発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子を用いて得られるポリスチレン系樹脂発泡成形体の高発泡倍率化が困難
となることがあると共に、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を発泡させて得られる発泡粒子
同士の熱融着が不充分となってポリスチレン系樹脂発泡成形体の外観性が低下することが
ある一方、多いと、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を用いて発泡成形した際、得られるポ
リスチレン系樹脂発泡成形体に収縮が生じたり或いは発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を予
備発泡させて得られるポリスチレン系樹脂予備発泡粒子中の発泡ガスの調整や発泡成形に
時間を要して製造効率が低下することがあるので、２．０～９．０質量％が好ましく、３
．０～７．０質量％がより好ましい。なお、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子中における発
泡剤の含有量は、製造直後に１５℃の恒温室内に５日間放置した上で測定されたものであ
る。
【００３７】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子には、粒子の表面付近にヒドロキシ脂肪酸アマ
イドを０．０５～０．５０質量％の範囲で添加することが好ましい。ヒドロキシ脂肪酸ア
マイドを０．０５～０．５０質量％の範囲で添加することによって発泡性ポリスチレン系
樹脂粒子表面の付着水分量を適正な範囲に調整することが容易であるだけでなく、発泡性
ポリスチレン系樹脂粒子の保管中に水分が逸散することを防ぐことができる。
【００３８】
　本発明で使用できるヒドロキシ脂肪酸アマイドとして好ましいものは、ヒドロキシステ
アリン酸アマイド、メチロールステアリン酸アマイド、メチロールへベン酸アマイド、エ
チレンビスヒドロキシステアリン酸アマイド、ヘキサメチレンビスヒドロキシステアリン
酸アマイド、ｍ―キシリレンビスヒドロキシステアリン酸アマイドが挙げられる。
　ヒドロキシ脂肪酸アマイドの添加量が０．０５質量％未満では、発泡性ポリスチレン系
樹脂粒子の予備発泡時の平均気泡径の経日変化を抑制する効果が十分得られず、０．５０
質量％を超える量を添加してもその効果が頭打ちとなり、却って予備発泡時の剥離、コス
トアップなど問題が生じる。
【００３９】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、付着水分量を０．０５～０．４５質量％の
範囲に調整したことを特徴としている。
　水性媒体中でポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含浸させて得られた発泡性ポリスチレ
ン系樹脂粒子は、水性媒体から分離して洗浄し、脱水、乾燥される。この状態において発
泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量を測定した結果、０．０５質量％未満であり、
０．０２～０．０３質量％程度のものが多かった。
　そして、このような付着水分量が少ない発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、製造後に保
管しておくと、保管日数の経過に伴って、予備発泡時の発泡粒子の平均気泡径が小さくな
る傾向が見られ（図１中の比較例１参照）、またその平均気泡径の減少に伴って、その予
備発泡粒子を型内発泡成形する際の発泡性が悪化し、良好な外観及び強度を有する発泡成
形体が得られなくなるため、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の保管可能期間が短いという
問題があった。
　一方、特許文献３に記載されているように、水分過多の状態で発泡性ポリスチレン系樹
脂粒子を保管した場合、前述した平均気泡径の経日変化は抑制できるものの、予備発泡時
の発泡ばらつきが大きくなり、予備発泡粒子の不良率が高くなる問題があった。
【００４０】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、付着水分量を０．０５～０．４５質量％の
範囲に調整したことによって、予備発泡時の発泡ばらつきが小さく、保管可能期間を延長
でき、長時間保存品であっても外観が美麗、且つ高い強度を有する良好な発泡成形体を製
造することができる。
　また、予備発泡直前に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に脱水乾燥処理を施す必要もなく
、発泡ばらつきが少なくなり、生産物の不良率も大幅に改善できる。
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　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量が０．０５質量％未満では、平均気泡径の
経日変化が生じ、平均気泡径の減少に伴って、予備発泡粒子を型内発泡成形する際の発泡
性が悪化し、良好な外観及び強度を有する発泡成形体が得られなくなるため、発泡性ポリ
スチレン系樹脂粒子の保管可能期間が短くなる。一方、付着水分量が０．４５質量％を越
えると、予備発泡時の発泡ばらつきが大きくなり、予備発泡粒子の不良率が高くなってし
まう。
【００４１】
　次に、本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造方法を説明する。
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の材料となるポリスチレン系樹脂粒子の製造方法として
は、汎用の方法が用いられ、例えば、バージン原料、回収品を押出機に供給して溶融混練
し、押出機からストランド状に押出して冷却してから所定長さ毎に切断してポリスチレン
系樹脂粒子を製造する方法（ストランドカット法）；あるいは押出機の先に取り付けた口
金の孔から水中に押し出すと同時に切断し冷却してポリスチレン系樹脂粒子を製造する方
法（水中ホットカット法）などが挙げられる。また、この押出機内の樹脂に鱗片状珪酸塩
や金属酸化物を分散させた後、所定長さ毎に切断してポリスチレン系樹脂粒子としても良
い。
【００４２】
　また、前記にて得られたポリスチレン系樹脂粒子を種粒子として水中懸濁液中にてスチ
レン系モノマーをポリスチレン系樹脂種粒子中に含浸させてシード重合させるシード重合
法にてポリスチレン系樹脂粒子を製造し、続いて作製したポリスチレン系樹脂粒子に前述
した発泡剤を添加する方法を採用しても良い。
【００４３】
　前記スチレン系モノマーをポリスチレン系樹脂種粒子中に吸収させ、重合させてシード
重合させる際のスチレン系モノマーの添加量は、種粒子１００質量部に対してスチレン系
モノマー１０～８００質量部の範囲である。また、好ましい範囲は５０～５００質量部で
ある。添加量が１０質量部未満では、スチレン系モノマーの量および重合開始剤の量が少
なすぎて、種粒子の中心部まで吸収されず種粒子中での均一なシード重合ができない。ま
た、添加量が８００質量部を超えると、シード重合に要する時間がかかりすぎて生産性が
低下することに加えて、種粒子に吸収されなかったスチレン系モノマー由来の重合粉末が
多量に発生し好ましくない。
【００４４】
　前記スチレン系モノマーをポリスチレン系樹脂種粒子中に含浸させてシード重合させる
際に用いられる重合開始剤としては、特に限定されず、例えば、ベンゾイルパーオキサイ
ド、ラウリルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ｔ－ブチルパーオキ
サイド、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルカーボネ
ート、ｔ－ブチルパーオキシアセテート、２，２－ｔ－ブチルパーオキシブタン、ｔ－ブ
チルパーオキシ－３、３、５トリメチルヘキサノエート、ジーｔ－ブチルパーオキシヘキ
サハイドロテレフタレートなどの有機過酸化物やアゾビスイソブチロニトリル、アゾビス
ジメチルバレロニトリルなどのアゾ化合物などが挙げられ、単独で用いられても併用され
てもよいが、１０時間の半減期を得るための分解温度が８０～１２０℃にある複数種類の
重合開始剤を併用することが好ましい。
【００４５】
　そして、前記シード重合、および発泡剤を含有させる際に、スチレン系モノマーの液滴
及びポリスチレン系樹脂種粒子、ポリスチレン系樹脂粒子の分散性を安定させるために懸
濁安定剤を用いてもよく、このような懸濁安定剤としては、例えば、ポリビニルアルコー
ル、メチルセルロース、ポリアクリルアミド、ポリビニルピロリドンなどの水溶性高分子
や、第三リン酸カルシウム、ピロリン酸マグネシウムなどの難溶性無機化合物などが挙げ
られ、難溶性無機化合物を用いる場合には、アニオン界面活性剤が通常、併用される。
　このようなアニオン界面活性剤としては、例えば、脂肪酸石鹸、Ｎ－アシルアミノ酸又
はその塩、アルキルエーテルカルボン酸塩などのカルボン酸塩，アルキルベンゼンスルホ
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ン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、ジアルキルスルホコハク酸エステル塩、アル
キルスルホ酢酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩などのスルホン酸塩、高級アルコール硫
酸エステル塩、第二級高級アルコール硫酸エステル塩、アルキルエーテル硫酸塩、ポリオ
キシエチレンアルキルフェニルエーテル硫酸塩などの硫酸エステル塩、アルキルエーテル
リン酸エステル塩、アルキルリン酸エステル塩などのリン酸エステル塩などが挙げられる
。
【００４６】
　更に、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を発泡させて得られるポリスチレン系樹脂発泡成
形体の平均気泡径を調整するために、前記シード重合の終了の５～１０分前、シード重合
終了直後、又は、ポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含浸させた後に、気泡調整剤をポリ
スチレン系樹脂粒子中に０．０１～０．８質量％となるように添加してもよい。このよう
な気泡調整剤としては、エチレンビスステアリン酸アマイドなどのステアリン酸塩、トリ
グリセリン脂肪酸エステルなどが挙げられる。
【００４７】
　更に、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に溶剤や可塑剤を添加してもよい。このような溶
剤としては、スチレン、トルエン、エチルベンゼン、キシレンなどの芳香族有機化合物、
シクロヘキサン、メチルシクロヘキサンなどの環式脂肪族炭化水素、酢酸エチル、酢酸ブ
チルなどが挙げられる。
　また、前記可塑剤としては、例えば、フタル酸エステル、グリセリンジアセトモノラウ
レート、グリセリントリステアレート、ジアセチル化グリセリンモノステアレートなどの
グリセリン脂肪酸エステル、、ジイソブチルアジペートなどのアジピン酸エステルなどが
ある。
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子中における溶剤及び可塑剤の含有量はそれぞれ、少ない
と、溶剤及び可塑剤を添加した効果が発現しないことがある一方、多いと、発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子を用いて得られたポリスチレン系樹脂発泡成形体に収縮や溶けが発生し
て外観性などが低下することがあるので、０．１～１．５質量％が好ましく、０．２～１
．０質量％がより好ましい。
　前記溶剤及び可塑剤は、前記シード重合によってポリスチレン系樹脂種粒子を成長させ
てポリスチレン系樹脂粒子を製造した後にポリスチレン系樹脂粒子に含浸させるか、或い
は、シード重合によるポリスチレン系樹脂種粒子の成長途上、即ち、ポリスチレン系樹脂
成長粒子に含浸させる。なお、ポリスチレン系樹脂種粒子に予め溶剤や可塑剤を添加して
おいてもよい。
　そして、前記溶剤及び可塑剤をポリスチレン系樹脂粒子、ポリスチレン系樹脂種粒子又
はポリスチレン系樹脂成長粒子に含浸させる温度としては、低いと、含浸に時間を要し、
発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造効率が低下することがある一方、高いと、発泡性ポ
リスチレン系樹脂粒子同士の合着が多量に発生することがあるので、６０～１２０℃が好
ましく、７０～１００℃がより好ましい。
【００４８】
　更に、本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子には、物性を損なわない範囲内において
、発泡セル造核剤、充填剤、難燃剤、難燃助剤、滑剤、着色剤などを前記溶剤や可塑剤と
同様の要領で適宜、添加してもよい。
　前記難燃剤としては、例えば、テトラブロモシクロオクタン、ヘキサブロモシクロドデ
カン、トリスジブロモプロピルホスフェート、テトラブロモビスフェノールＡなどが挙げ
られる。そして、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子中における難燃剤の含有量としては、少
ないと、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を用いて得られるポリスチレン系樹脂発泡成形体
の難燃性が不充分なことがある一方、多いと、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の成形性が
低下することがあるので、０．５～１．５質量％が好ましい。
　また、前記難燃助剤としては、例えば、ジクミルパーオキサイドなどの有機過酸化物が
挙げられる。そして、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子中における難燃助剤の含有量は、少
ないと、難燃助剤を添加した効果が発現しないことがある一方、多いと、発泡性ポリスチ
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レン系樹脂粒子の発泡成形性が低下することがあるので、０．０５～０．５質量％が好ま
しい。
【００４９】
　本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子において、前述したヒドロキシ脂肪酸アマイド
を添加する場合には、添加したヒドロキシ脂肪酸アマイドがなるべく樹脂粒子の表面付近
に存在するように、水性媒体中でポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含浸させる工程で、
発泡剤と共にヒドロキシ脂肪酸アマイドを加え、添加することが望ましい。
【００５０】
　前述したように発泡剤を含浸させて得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、水性媒
体から分離し、十分に洗浄した後、脱水、乾燥を行う。
　次に、本発明の製造方法では、得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に水を塗布し、
付着水分量を０．０５～０．４５質量％の範囲に調節する工程を行う。
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に水を塗布する方法としては、質量既知の発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子に所定量の水を加え、または噴霧し、水が発泡性ポリスチレン系樹脂粒
子の表面に展着するように、粒子を軽く撹拌する方法などによって行うことができる。
【００５１】
　このようにして得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子は、予備発泡機で予備発泡され
てポリスチレン系樹脂予備発泡粒子とされる。ここで、ポリスチレン系樹脂予備発泡粒子
の嵩密度は、低いと、得られるポリスチレン系樹脂発泡成形体に収縮が発生して外観性が
低下したり或いはポリスチレン系樹脂発泡成形体の断熱性及び機械的強度が低下すること
がある一方、大きいと、得られるポリスチレン系樹脂発泡成形体の軽量性が低下すること
があるので、０．０１～０．２５ｇ／ｃｍ３の範囲が好ましく、０．０１～０．０３ｇ／
ｃｍ３の範囲がより好ましい。
【００５２】
　そして、得られたポリスチレン系樹脂予備発泡粒子は、常圧にて熟成された上で発泡成
形機の成形型内に形成されたキャビティ内に充填された上で、加熱蒸気などの加熱媒体に
より二次発泡させられ、発泡圧によって互いに熱融着一体化して所望形状を有するポリス
チレン系樹脂発泡成形体とされる。
　なお、ポリスチレン系樹脂予備発泡粒子の熟成温度は、低いと、ポリスチレン系樹脂予
備発泡粒子の熟成時間が長くなることがある一方、高いと、ポリスチレン系樹脂予備発泡
粒子中の発泡剤が散逸して成形性が低下するので、２０～６０℃が好ましい。
【実施例】
【００５３】
　以下、本発明の実施例を記すが、本発明は以下の実施例の記載にのみ限定されるもので
はない。
　まず、実施例において行った各測定の方法及び評価の基準を記しておく。
【００５４】
＜付着水分量＞
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量の測定は下記の方法で行った。
（１）得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を約５ｇ採取し、温度２３℃、湿度５０％
の環境下に５分間気流乾燥し、減量（付着水分量）をＷ１とする。
（２）残ったサンプルを１５０℃にて３０分加熱し、減量をＷ２とする。
（３）次式により付着水分量を算出する。
　付着水分量（％）＝（Ｗ１／Ｗ２）×１００
【００５５】
＜予備発泡粒子の嵩密度＞
　予備発泡粒子の嵩密度は、ＪＩＳ　Ｋ６９１１：１９９５年「熱硬化性プラスチック一
般試験方法」に準拠して測定されたものをいう。
　先ず、ポリスチレン系樹脂予備発泡粒子を測定試料としてＷｇ採取し、この測定試料を
メスシリンダー内に自然落下させ、メスシリンダー内に落下させた測定試料の体積Ｖｃｍ
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３をＪＩＳ　Ｋ６９１１に準拠した見掛け密度測定器を用いて測定し、下記式に基づいて
ポリスチレン系樹脂予備発泡粒子の嵩密度を測定した。
　嵩密度（ｇ／ｃｍ３）＝測定試料の質量（Ｗ）／測定試料の体積（Ｖ）
【００５６】
＜予備発泡粒子の平均気泡径＞
　測定装置として走査電子顕微鏡ＪＳＭ－６３６０ＬＶ（日本電気社製）を用いた。
　予備発泡粒子の中から任意に選択した１０個について、剃刀刃を用いて、それぞれ粒子
の中心を通る平面で二等分し、その一方の切断面の表層部を走査型電子顕微鏡を用いて、
２０倍（場合により１００倍）に拡大した画像を撮影した。
　次に、撮影した画像をＡ４用紙上に１画像づつ印刷した。印刷された画像から、気泡を
通る曲線の長さと気泡数を計測した。
　計測結果から下記式により気泡の平均弦長（t）を算出した。
　　平均弦長　ｔ＝線長／（気泡数×写真の倍率）
　そして平均弦長（t）を用いて、次式により予備発泡粒子の断面の気泡の気泡径（Ｄ）
を算出した。
　　Ｄ＝ｔ／０.６１６
　さらにそれらの算術平均を予備発泡粒子の平均気泡径とした（以下、気泡径と略記する
）。
【００５７】
＜成形性＞
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を予備発泡機（株式会社　積水工機製作所製　ＳＫＫ－
７０型発泡機）にて水蒸気圧０．０２ＭＰａで加熱して、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３と
なるように予備発泡し、得られた予備発泡粒子を逆円錐状の不織布で作製された容器内で
２３℃、湿度５０％で２４時間放置した。
　次に、株式会社　積水工機製作所製　ＡＳＥ－３ＳＰ成形機にて下記の条件にて、寸法
：３００×４００×５０ｍｍの板状成形体を成形し、評価を行った。
　　成形蒸気圧　：　ケージ圧　０．０６ＭＰａ
　　金型加熱　　：　３秒
　　一方加熱　　：　５秒
　　両面加熱　　：１５秒
　　水冷　　　　：　３秒
　　真空冷却　　：　１２０秒（ＱＳ成形モード）
評価基準
　◎　：３０日保管した発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を上記の成形条件にて成形し、成
形体の外観に隙間が少なく、美麗なもの。
　×　：３０日保管した発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を上記の成形条件にて成形し、成
形体の外観が悪いもの。
【００５８】
＜不良率＞
　評価基準
　◎：３０日保管した発泡性ポリスチレン系樹脂粒子から上記成形条件にて５０個成形し
、個々の密度を測定し、成形体の密度が０．０１５ｇ／ｃｍ３±０．００２ｇ／ｃｍ３の
範囲内に５０個全てある場合を良好とした。
　×：３０日保管した発泡性ポリスチレン系樹脂粒子から上記成形条件にて５０個成形し
、個々の密度を測定し、成形体の密度が０．０１５ｇ／ｃｍ３±０．００２ｇ／ｃｍ３の
範囲から外れるものが１個以上ある場合を不良とした。
【００５９】
＜経時変化＞
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０℃以
下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後、各日ごとに付着水分を測定すると共に、嵩



(13) JP 2010-229375 A 2010.10.14

10

20

30

40

50

密度０．０１５／ｃｍ３となるように予備発泡し、平均気泡径を測定した。
【００６０】
＜保存可能期間＞
　発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密閉し、温度１５℃、湿度５０％以
下にて保管し、５日おきに嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３となるように予備発泡し、下記の
条件にて成形を行い、評価基準で◎となる成形体が得られる最長の保管日数とした。
成形条件
　成形機　　　：　株式会社　積水工機製作所製　ＡＳＥ－３ＳＰ成形機
　成形体形状　：　３００×４００×５０ｍｍ（板状成形体）
　成形体密度　：　０．０１５ｇ／ｃｍ３

　成形蒸気圧　：　ケージ圧　０．０９ＭＰａ
　金型加熱　　：　３秒
　一方加熱　　：　５秒
　両面加熱　　：１５秒
　水冷　　　　：　３秒
　真空冷却　　：　１２０秒（ＱＳ成形モード）
評価基準　
　◎　：　成形体の外観に隙間が少なく、美麗なもの。
【００６１】
＜総合評価＞
　◎：保管可能日数が３０日以上、成形性、不良率評価すべてが良好であるもの。
　×：保管可能日数が３０日未満のもの、又は、成形性と不良率のいずれかが評価×であ
るもの。
【００６２】
［実施例１］
　スチレン換算重量平均分子量が２９万であるポリスチレン系樹脂を押出機に供給し、２
３０℃にて溶融混練してからストランド状に押出し、このストランドを所定長さ（平均径
０．８ｍｍ、長さ１．０ｍｍ）毎に切断して、ポリスチレン系樹脂粒子を得た。
　次に、攪拌機付き耐圧重合容器に、水２０００質量部、ポリスチレン系樹脂粒子１５０
０質量部、ピロリン酸マグネシウム６質量部及びドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム
０．３質量部を供給し、攪拌しつつ７０℃に加熱して分散液を作製した。
　次に、重合容器内にブタン１６２質量部を圧入して１００℃で６時間に亘って保持し、
ポリスチレン系樹脂粒子中にブタンを含浸させた後、重合容器内を３０℃に冷却して発泡
性ポリスチレン系樹脂粒子を得た。
　この発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を脱水、乾燥後付着水分量を測定した結果、０．０
３３質量％であった。次に粒子表面に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子１００質量部に対し
て０．１０質量部の水を塗布した。その際の付着水分量は０．１１質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６３】
［実施例２］
　スチレン換算重量平均分子量が２２万である回収ポリスチレン系樹脂を使用した以外は
、実施例１と同様にして発泡性ポリスチレン樹脂を得た。
　この発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を脱水、乾燥後付着水分量を測定した結果、０．０
２９質量％であった。次に粒子表面に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子１００質量部に対し
て０．１０質量部の水を塗布した。その際の付着水分量は０．１０質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
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に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６４】
［実施例３］
　脱水、乾燥までは実施例１と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を作製し、脱水
、乾燥後に付着水分量を測定した結果、０．０３３質量％であった。この発泡性ポリスチ
レン系樹脂粒子１００質量部に対して０．０３質量部の水を塗布した。その際の付着水分
量は０．０５５質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６５】
［実施例４］
　脱水、乾燥までは実施例１と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を作製し、脱水
、乾燥後に付着水分量を測定した結果、０．０３３質量％であった。この発泡性ポリスチ
レン系樹脂粒子１００質量部に対して０．４５質量部の水を塗布した。その際の付着水分
量は０．４４質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６６】
［実施例５］
　攪拌機付き耐圧重合容器に、水２０００質量部、ポリスチレン系樹脂粒子１５００質量
部、ピロリン酸マグネシウム６質量部及びドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム０．３
質量部、ヒドロキシステアリン酸アマイドを１．５質量部（０．１０質量％）供給し、攪
拌しつつ７０℃に加熱した以外は、実施例１と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子
を作製した。脱水乾燥後、水を塗布せずに非透水性容器内で温度１５℃、湿度５０％以下
にて保管した。その際の付着水分量は０．０９質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６７】
［実施例６］
　ヒドロキシステアリン酸アマイドを０．９質量部（０．０６質量％）とした以外は、実
施例５と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を作製し、脱水、乾燥後、水を塗布せ
ずに非透水性容器内で温度１５℃、湿度５０％以下にて保管した。その際の付着水分量は
０．０７質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６８】
［実施例７］
　ヒドロキシステアリン酸アマイドを７．５質量部（０．５０質量％）とした以外は、実
施例５と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を作製し、脱水、乾燥後、水を塗布せ
ずに非透水性容器内で温度１５℃、湿度５０％以下にて保管した。その際の付着水分量は
０．０７質量％であった。
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　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００６９】
［実施例８］
　スチレン換算重量平均分子量が２９万であるポリスチレン系樹脂を押出機に供給して２
３０℃にて溶融混練して押出機からストランド状に押出し、このストランドを所定長さ毎
に切断して、ポリスチレン系樹脂粒子（平均径０．８ｍｍ、長さ０．８ｍｍ）とした。
　次に、攪拌機付き重合容器に、水２０００質量部、ポリスチレン系樹脂粒子５００質量
部、ピロリン酸マグネシウム６質量部及びドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム０．３
質量部を供給して攪拌しつつ７０℃に加熱して分散液を作製した。続いて、ベンゾイルパ
ーオキサイド４．５質量部及びｔ－ブチルパーオキシベンゾエート１．１質量部をスチレ
ンモノマー２００質量部に溶解させ、このスチレンモノマーを全て前記分散液中に攪拌し
つつ供給した。
　そして、分散液中にスチレンモノマーを供給し終えてから３０分経過後に分散液を９０
℃に加熱し、この分散液中に更にスチレンモノマー１３００質量部を３時間かけて一定の
供給速度で供給して、ポリスチレン系樹脂粒子を種粒子としてシード重合を行なってポリ
スチレン系樹脂種粒子を成長させ、全てのスチレンモノマーを供給し終えてから１２５℃
に加熱して２時間に亘って放置した後に冷却してポリスチレン系樹脂粒子を得た。シード
重合させる際のスチレンモノマーの添加量は、種粒子１００質量部に対してスチレンモノ
マー３００質量部であった。次に、ポリスチレン系樹脂粒子が分散した分散液を７０℃に
加熱した後、難燃剤としてテトラブロモシクロオクタン２３．４質量部及び難燃助剤とし
てジクミルパーオキサイド５．４質量部を分散液中に供給した上で重合容器を密閉して９
０℃に加熱した。
　続いて、重合容器内にブタン１６２質量部を圧入して６時間に亘って保持し、ポリスチ
レン系樹脂粒子中にブタンを含浸させた後、重合容器内を３０℃に冷却して発泡性ポリス
チレン系樹脂粒子を得た。
　この発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を脱水、乾燥後付着水分量を測定した結果、０．０
２６質量％であった。改めて粒子表面に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子１００質量部に対
して０．１０質量部の水を塗布した。その際の付着水分量は０．１３質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７０】
［実施例９］
　スチレン換算重量平均分子量が２５万であるポリスチレン系樹脂を押出機に供給して２
３０℃にて溶融混練する際に目開きが３μｍの篩を通過せず且つ目開きが５μｍの篩を通
過する天然雲母の含有量が５．０質量％となるように添加して押出機からストランド状に
押出し、このストランドを所定長さ毎に切断して、ポリスチレン系樹脂粒子とした。
　それ以外は実施例１と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を得た。
　脱水直後の付着水分量は０．０２２質量％であり、改めて粒子表面に発泡性ポリスチレ
ン系樹脂粒子１００質量部に対して０．１０質量部の水を塗布した。その際の付着水分量
は０．１５質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７１】
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［実施例１０］
　脱水、乾燥までは、実施例１と同様に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を製造し、脱水、
乾燥後に付着水分量を測定した結果、０．０３３質量％であった。
　次にこのまま非透水性容器内で温度１５℃、湿度５０％以下にて保管した。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を１０日保管後、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予
備発泡し、平均気泡径を測定した結果、５５μｍであり成形性が低下していた。そこで、
改めて発泡性ポリスチレン系樹脂粒子表面に、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子１００質量
部に対して０．１０質量部の水を塗布した。その後に測定した付着水分量は０．１１質量
％であった。
　その後、再度非透水性容器内で温度１５℃、湿度５０％以下にて保管した。５日、１０
日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ
３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を型内発泡成形して成形性、不良
率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７２】
［比較例１］
　脱水、乾燥までは、実施例１と同様に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を製造し、脱水、
乾燥後に付着水分量を測定した結果、０．０３３質量％であった。
　実施例１での水の塗布を行わず、前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内
に密封し、温度１５℃、湿度５０％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日
ごとに付着水分量を測定すると共に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径
を測定し、さらに予備発泡粒子を型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果
を表１に記す。
【００７３】
［比較例２］
　脱水、乾燥までは、実施例１と同様に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を製造し、脱水、
乾燥後に付着水分を測定した結果、０．０３３質量％であった。この発泡性ポリスチレン
系樹脂粒子１００質量部に対して、０．５０質量部の水を塗布した。その際の付着水分量
は０．５１質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７４】
［比較例３］
　ヒドロキシステアリン酸アマイドを０．４５質量部（０．０３質量％）とした以外は、
実施例５と同様にして発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を製造し、脱水、乾燥後、水を塗布
せずに１５℃以下にて保管した。その際の付着水分量は０．０２５質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７５】
［比較例４］
　脱水、乾燥までは、実施例１と同様に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を製造し、脱水、
乾燥後、付着水分量を測定した結果、０．０３３質量％であった。この発泡性ポリスチレ
ン系樹脂粒子を１５℃、湿度８０％にて５日保管した結果、付着水分量は０．０３６質量
％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
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型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７６】
［比較例５］
　脱水のみ行い乾燥を行わなかった以外は、実施例１と同様に発泡性ポリスチレン系樹脂
粒子を製造し、脱水後に付着水分量を測定した結果、０．０３９質量％であった。
　前記発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度１５℃、湿度５０
％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分量を測定すると共
に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さらに予備発泡粒子を
型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７７】
［比較例６］
　脱水、乾燥までは、実施例８と同様に発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を製造し、脱水、
乾燥後に付着水分を測定した結果、０．０２６質量％であった。
　水を塗布せずに、この発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を非透水性容器内に密封し、温度
１５℃、湿度５０％以下にて保管し、５日、１０日、３０日保管後の各日ごとに付着水分
量を測定すると共に、嵩密度０．０１５ｇ／ｃｍ３に予備発泡し、気泡径を測定し、さら
に予備発泡粒子を型内発泡成形して成形性、不良率を評価した。その結果を表１に記す。
【００７８】
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【表１】

【００７９】
　実施例１～９では、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の付着水分量を０．０７～０．４４
質量％の範囲に調整したことによって、３０日間保管後であっても予備発泡粒子の平均気
泡径の変化がほとんど無かった。また、実施例１～９で３０日間保管後の発泡性ポリスチ
レン系樹脂粒子は、予備発泡しさらに型内発泡成形する際の成形性が良好となり、不良率
も小さく、外観や強度に優れた発泡成形体を得ることができた。
【００８０】
　実施例１０については、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の初期の付着水分量を０．０３
３質量％と本発明の範囲外とし、これを保管した結果、保管１０日目のものは予備発泡粒
子の平均気泡径が５５μｍに低下して成形性が悪化した。しかし、その後、発泡性ポリス
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チレン系樹脂粒子に水を塗布して付着水分量０．１１質量％としたところ、平均気泡径は
１３０μｍとなり、成形性も良好になった。また、これを保管した場合にも、予備発泡粒
子の平均気泡径の変化がほとんど無かった。すなわち、保管経日変化によって予備発泡時
の平均気泡径が小さくなった発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に対して、水を塗布して付着
水分量を本発明の範囲内とすることで、予備発泡時の平均気泡径を保管前の状態に戻し得
ることが実証された。
【００８１】
　一方、比較例１のように、水を付着させず、付着水分量０．０３３質量％と低い状態の
発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を保管した場合には、予備発泡粒子の平均気泡径が経日と
共に小さくなり、保管１０日目には成形性が不良となり、良好な発泡成形体が得られなか
った。
　また、比較例２のように、水を多めに付着させ、水分量０．５１質量％と本発明の上限
値を越える水分量とした場合には、平均気泡径の経日変化は生じなくなるものの、予備発
泡時の発泡ばらつきが大きくなり、予備発泡粒子の不良率が高くなった。
　また、比較例３のように、発泡剤含浸時に発泡剤と共にヒドロキシ脂肪酸アマイドを０
．０３質量％添加した場合でも、水を付着させずに付着水分量０．０２５質量％と低い場
合には、保管５日目、１０日目では変化が見られなかったが、保管３０日目では予備発泡
粒子の平均気泡径が４５μｍに低下して成形性が悪化した。
　また、比較例４のように、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に水を付着させず、単に高湿
度条件下で保管しても、付着水分量はそれほど上昇せず、平均気泡径の経日変化を抑制す
ることはできなかった。
　また、比較例５のように、ブタン含浸後の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に脱水のみを
施した場合、付着水分量は０．０３９質量％となって、本発明の付着水分量下限に達しな
かった。これを保管した結果は、比較例４と同様であり、平均気泡径の経日変化を抑制す
ることはできなかった。
　また、比較例６のように、シード重合によって得られた発泡性ポリスチレン系樹脂粒子
に水を付着させず、付着水分量０．０２６質量％と低い状態で保管した結果は、比較例１
と同様であり、平均気泡径の経日変化を抑制することはできなかった。
【００８２】
　図１は、実施例１と比較例１で作製した発泡性ポリスチレン系樹脂粒子の製造後の経日
と予備発泡粒子の平均粒子径との関係を示すグラフである。
　図１の結果から、発泡性ポリスチレン系樹脂粒子に適量の水を塗布した実施例１の発泡
性ポリスチレン系樹脂粒子は、水を塗布しなかった比較例１の発泡性ポリスチレン系樹脂
粒子と比べ、予備発泡時の平均気泡径の経日変化を抑制することができる、という顕著な
効果が得られることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００８３】
　本発明は、発泡性ポリスチレン樹脂粒子の保管時間の経過による気泡変化が少なく、外
観が美麗、且つ高い強度を有する成形体を得ることのできる発泡性ポリスチレン系樹脂粒
子を提供する。本発明の発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を予備発泡し、さらにこれを型内
発泡成形して得られる発泡成形体は、食品容器や梱包，緩衝材などとして用いられる。
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